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国民年金第 3号被保険者制度の再検討
鈴　江　一　恵
はじめに
　1986 年に実質的な国民皆年金の確立をめざし、基礎年金の導入とともに第 3 号被保険者制度
が実施されることとなった。第 3 号被保険者制度は被用者の被扶養配偶者であれば保険料の負担
なしに給付を受けることができる制度である。そのため、これらの給付の財源を負担する第 2 号
被保険者や保険料負担を前提に給付が行われる第 1 号被保険者との間に不公平が生じ、「扶養の
壁」を意識するがゆえ、女性の就業意欲を阻害する制度として批判が寄せられてきた。
　これらの批判を受け、「第 3 号被保険者問題」として制度の見直しの議論が数次行われ、2000
年に発足した「女性と年金検討会」、2002 年の社会保障審議会年金部会において改革案が示され
たが、それらの改革案においても賛否両論があり、結論は得られなかった。
　その後、第 3 号被保険者の不整合記録の発覚により、第 3 号被保険者に対する運用上の放置が
浮き彫りになり、第 3 号被保険者制度の見直しの機運が高まった。
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　そして、社会保障と税の一体改革のもと、2012 年には年金機能強化法が成立し、2016 年 10
月に短時間労働者への厚生年金の適用拡大が施行され、その後もさらなる拡大が検討されてい
る *1。この施策は 2002 年の社会保障年金部会の改革案の 1 つである第 3 号被保険者の縮小策とし
て、第 3 号被保険者である短時間労働者を第 2 号被保険者へと促す取組みであるとされている。
　このような議論や取組みが行われる中、第 3 号被保険者制度に対して多様な研究報告がなされ
てきた。
　そこで、本稿では第 3 号被保険者制度を巡る研究動向を分析し、本制度の方向性を探る。
　なお、第 3 号被保険者のうち女性の占める割合は 98.8％（2016 年度末現在）であることから、
本稿において第 2 号被保険者を「夫」、第 3 号被保険者および被扶養配偶者を「妻」と呼ぶこと
がある。
Ⅰ　第3号被保険者制度の概要
１．　第3号被保険者制度の沿革
　1961 年度に拠出制の国民年金が施行されたことにより、全国民が年金制度に加入できる「国
民皆年金」が確立された *2。その際に被用者の配偶者の処遇について議論はされたものの、被用
者は世帯単位で年金制度が設計されていたため、被用者の配偶者には個別の保険料負担を求めず、
任意加入とされた *3。しかし、このような制度下で「妻が任意加入せず、老後に離婚したり障害
になった場合は年金を受給できない」といったことや「共働き世帯や国民年金に任意加入した妻
がいる世帯では、世帯としての給付水準としてみた場合、過剰な給付が発生する。」として問題
視された *4。
　1985 年改正により、1986 年度から国民共通の基礎年金制度が導入され、実質的な「国民皆年金」
の実現のために強制被保険者として 1985 年度までの国民年金の強制被保険者を第 1 号被保険者、
被用者年金の加入者を第 2 号被保険者および被用者年金加入者の被扶養配偶者を第 3 号被保険者
として種別された。
　1986 年度の制度創設時において第 3 号被保険者の 99％が女性で占められており、これらの女
性は 1985 年度以前においては任意加入ではあったものの、年金権を求め、1985 年には約 705 万
人が加入していた（1985 年度までの国民年金の被保険者数の推移については、表 1 参照）。実質
的な国民皆年金を実現するにあたって被用者の配偶者の処遇をどのようにするかが課題となっ
*1　「年金機能強化法」の正式名称は「公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民
年金法等の一部を改正する法律」。適用拡大は 2016 年 10 月に施行され、さらに、2017 年 4 月に適用対
象が拡大されている。
*2　一部の者（日本国籍を有する者で日本国内に住所を有しない者等）は適用除外であった。
*3　山崎（1984）は、当時の任意加入制度は国民年金法附則で「当分の間の取扱」として暫定的に認め
ていたもので、妻の年金保障は被用者年金を通して行うのが原則であったという。
*4　厚生省年金局『平成 11 年版年金白書』社会保険研究所 pp.211
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た。「形だけを作っても結局また無年金の無業の妻が出ていくということになって実質的な皆年
金にはならない」という意見があった *5。これらの意見からも第 3 号被保険者制度の創設が強行
されたことがうかがえる。保険料負担については、無業の妻の多くは出産、育児、老親の介護な
どのため稼得活動への参加が制約されている者であり、負担能力がない者であることから、医療
保険同様、個別の負担を求めないこととした*6。こうして1985年度以前に保険料納付が可能であっ
た者を含め、保険料負担能力がない者として第 3 号被保険者制度が創設され、1986 年には 1,090
万人の者が保険料を払うことなく年金を受けることができることとなった（その後の第 3 号被保
険者数の推移については表 2 参照）。
　新制度施行後は、被用者世帯の「被扶養配偶者」については医療保険と同様に、保険料を徴収
することなく被用者年金グループで負担することとした *7。そして、被用者世帯の老齢年金は従
来の水準を維持しつつ、夫の厚生年金の定額部分と加給年金を夫と妻の基礎年金に編成替えし、
夫婦世帯の年金としては「夫の老齢基礎年金・老齢厚生年金＋妻の老齢基礎年金」となった（図
1 参照）*8。
表１　国民年金の被保険者数の推移（1985年度まで）
（年度末現在、単位 : 万人）
年度 1961（昭和 36） 1973（昭和 48） 1980（昭和 55） 1985（昭和 60）
国民年金被保険者数 1,824 2,514 2,760 2,509
うち、
任意加入
被保険者数
247 550 786 745
男 52 60 35 40
女 195 490 751 705
被保険者に占める任意加入
被保険者の割合
13.5％ 21.9％ 28.5％ 29.7％
（資料）「国民年金　被保険者数の推移（昭和 60 年度まで）」厚生労働省年金局　年金財政ホームページをもとに
筆者作成
https://www.mhlw.go.jp/nenkinkenshou/report/zaisei/data/data01/kokumin/kk-01.html
*5　「女性と年金検討会」第 4 回議事録において、山口剛彦は「あと 2 割の方は入らない、または入れな
いと言っている。そういう人たちを基礎年金に強制加入だということで保険料を取るというような仕組
みを現実に仕組んで、実質皆年金を維持できるだろうか」「8 割の者が納めていても 2 割は納めないだろう」
といった意見があったことを振り返っている。
*6　山崎（1984）は、一人働き世帯に保険料を求めると、「共働き世帯に比べて、世帯収入に対する負担
率は過重になる。」専業主婦の多くが果たしている出産、育児、老親の介護などの社会貢献について、「費
用負担面での考慮をしなければ不公平」であり、「外国でも例がある」と述べている。pp.105
*7　山崎（1984）は、「被用者年金側で妻の保険料を負担したとしても、新たな負担増にはならない。新
制度施行後は、妻の基礎年金増加分が夫の年金水準の引下げによって相殺される関係になるからである」
と述べている。pp.105
*8　定額部分が縮小し、乗率が下がったので単身者や共働き世帯にとっては給付水準が下がる改正であっ
た。
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表２　第3号被保険者数の推移（1986年度以降）
（年度末現在、単位 : 万人）
年度 1986（昭和 61）1995（平成 7）2000（平成 12） 2016（平成 28）
国民年金被保険者数 6,332 6,995 7,049 6,731
うち、
第 3 号被保険者数
1,093 1,220 1,153 889
男 3 4 5 11
女 1,090 1,216 1,148 878
被保険者に占める第 3 号
被保険者の割合
17.3％ 17.4％ 16.4％ 13.2％
（資料）「国民年金　被保険者数の推移（昭和 61 年度以降）」厚生労働省年金局　年金財政ホームページ 2016（平
成 28）年度は「平成 28 年度厚生年金保険・国民年金事業の概況」厚生労働省年金局（平成 29 年 12 月）をもとに
筆者作成
https://www.mhlw.go.jp/nenkinkenshou/report/zaisei/data/data01/kokumin/kk-01.html
図１　1985年改正による基礎年金及び第3号被保険者制度の導入
（資料）厚生労働省「女性のライフスタイルの変化等に対応した年金の在り方に関する検討会　報告書～女性自身
の貢献がみのる年金制度～」（2001 年 12 月）「女性の年金問題とは？」
 https://www.mhlw.go.jp/shingi/0112/s1214-4b24.html
２．　第3号被保険者の要件と基礎年金の財源
　第 3 号被保険者は、「第 2 号被保険者の配偶者であって、主として第 2 号被保険者の収入によ
り生計を維持する者（被扶養配偶者）であり、20 歳以上 60 歳未満のもの」とされている。
　被扶養者の認定基準は健康保険において導入されることとなったが、当初は各保険者の判断に
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委ねられていたため、判定に差異が生じないよう参考としてその基準額が定められた *9。第 3 号
被保険者制度が創設された 1986 年度以降、この認定基準額が第 3 号被保険者の被扶養者になる
ための要件として採用されることとなった。その後、1987 年 5 月以降は、被扶養者の適用を維
持するという考え方から所得税の控除対象配偶者の認定基準との連動をやめ、所得水準の伸びに
応じた改定を行うこととなり、税と社会保険の２つの「扶養の壁」が設けられた。1993 年度以降、
認定基準額は「年収 130 万円未満」とされている（表３参照）。
　なお、2016 年 10 月に短時間労働者への健康保険および厚生年金保険の適用拡大が行われ、「週
所定労働時間 20 時間以上」「報酬の月額が 88,000 円（年額 106 万円）以上」などの要件をすべ
て満たす場合には第 2 号被保険者とされることとなった（要件は表７参照）。
　基礎年金の給付に要する費用（以下、「基礎年金給付費用」という）は、毎年度、国民年金勘
定から基礎年金勘定への繰入金、厚生年金勘定から基礎年金勘定への繰入金および厚生年金の実
施機関たる共済組合等から政府への「基礎年金拠出金」によって賄われている *10。
*9　1977 年（昭和 52）年 4 月 6 日保発 9 号・庁保発 9 号
*10　繰入金・拠出金には国庫負担が含まれている。国民年金法には「厚生年金保険の実施者たる政府は、
毎年度、基礎年金の給付に要する費用に充てるため、基礎年金拠出金を負担する」（国年 94 条の 2 第 1 項）、
「実施機関たる共済組合等は、毎年度、基礎年金の給付に要する費用に充てるため、基礎年金拠出金を納
付する」（同条第 2 項）と規定されている。
表３　被扶養者の認定基準額の推移
改定年月 認定基準額 基準の考え方
1977 年 4 月 70 万円
所得税の控除対象配偶者収入限度額に連動して改定
1981 年 4 月 80 万円
1984 年 4 月 90 万円
1986 年 4 月
（第 3 号被保険者制度創設）
90 万円
1987 年 5 月 100 万円
所得税との連動をやめ、被扶養者の適用を維持する
という考え方から、所得水準の伸びに応じた改定
1989 年 5 月 110 万円
1992 年 1 月 120 万円
1993 年 4 月～ 130 万円
（資料）厚生労働省　短時間労働者への社会保険適用等に関する特別部会（第２回）2011 年 9 月 21 日説
明資料をもとに筆者作成
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001ozxd-att/2r9852000001p03k.pdf　 
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　第 1 号被保険者の国民年金保険料は国民年金勘定に入り、さらに国民年金制度の基礎年金勘定
に繰り入れられる。第 2 号被保険者の厚生年金保険料（事業主負担分を含む）は、各被用者年金
制度に入り、各被用者年金制度で「基礎年金拠出金」が算定され、国民年金制度の基礎年金勘定
に繰り入れられる。「基礎年金拠出金」は、その年度の基礎年金給付費用の第１号被保険者（未加入・
未納者を除く）、第 2 号被保険者（20 歳以上 60 歳未満の者に限る）、第 3 号被保険者の人数割り
で算定される。こうして第 3 号被保険者の人数分の拠出金は、その者の配偶者が加入する各被用
者年金制度で賄われ、それが第 3 号被保険者の基礎年金の財源となっている。
Ⅱ　第3号被保険者問題に係る議論と取組み
　ここまで第 3 号被保険者制度についてみてきた。本制度は、保険料の負担なしに年金を受給で
きることや女性の就労意欲の阻害要因となっていることから制度に対する批判の声が高まり、「第
3 号被保険者問題」として取り上げられることとなった。
１．第3号被保険者問題に係る議論
　2000 年改正においては、長引く不況のもと保険料引き上げ凍結、支給開始年齢引き上げなど
が行われた。しかし、年金審議会において女性をめぐる年金の問題は改正後の検討課題となった。
年金審議会の意見書 *11 の公表を受け、「女性のライフスタイルの変化等に対応した年金の在り方
に関する検討会」（以下、「女性と年金検討会」という）が 2000 年 7 月に発足し、2001 年 12 月
まで計 17 回の会合が開催された。その検討結果が報告書にまとめられた *12。
　その検討を引き継ぎ、社会保障審議会年金部会（以下、「年金部会」という）において、2002
年 1 月から 2003 年 9 月までの 26 回にわたり審議が行われた *13。その結果が「年金制度改正に関
する意見」にまとめられた。その後、2004 年改正を経て、社会保障と税の一体改革のもと 2011
年 8 月から年金部会で審議が開始され、その中で、第 3 号被保険者制度の見直しについても議論
されることとなった。
*11　「国民年金・厚生年金保険制度改正に関する意見」（1998 年 10 月 9 日付）では「女性をめぐる年金
については、多くの課題があり、これらの課題は年金に限らず、民法、税制等幅広い分野にわたること
から、女性の年金に関しては、民事法制、税制、社会保障、年金数理などの専門家からなる検討の場を
設け、早急に検討に着手すべきである」と整理されている。
*12　「女性のライフスタイルの変化等に対応した年金の在り方に関する検討会　報告書　～女性自身の
貢献がみのる年金制度～」2001 年 12 月
*13　その間、雇用と年金に関する研究会報告「多様な働き方に対応できる中立的な年金制度を目指して」
（2003 年 3 月）、社会保障審議会「今後の社会保障改革の方向性に関する意見」（2003 年 6 月）、「経済財
政運営と構造改革に関する基本方針 2003」（2003 年 6 月閣議決定）などを踏まえ、「公的年金制度に関す
る世論調査」（2003 年 2 月実施）、「年金改革に関する有識者調査」（平成 15 年 3 月実施）での検討、意
見を参考にしながら検討された。2003 年 3 月から 9 月にかけて全国 8 か所で年金対話集会を開催し意見
交換も行った。年金部会の会合は引き続き 2004 年年金改正について、2004 年 12 月まで計 28 回開催さ
れた。
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（１）「女性と年金検討会」における議論
　「女性と年金検討会」では、女性のライフスタイルが多様化する中での問題点として「様々な
ライフスタイルを選択する女性の間での不公平感」などを挙げ、「女性自身の貢献がみのる年金
制度」という方向を目指しつつ、基本的な 3 つの視点に立って問題の改善を図っていくこととし
た *14。あわせて、社会保障制度としての年金制度という面から、基本的な論点である①個人単位
と世帯単位　②応能負担と応益負担　③「公平性」の確保の整理が必要であるとした。
　女性と年金をめぐる問題について、「モデル年金の考え方」「短時間労働者に対する厚生年金の
適用」「第 3 号被保険者問題」「育児期間等に係る配慮措置」「離婚時の年金分割」「遺族年金制度」
の 6 つの具体的な課題が挙げられた。
　このうち、第 3 号被保険者問題については、第 3 号被保険者に係る保険料負担に関して様々な
提案が出され、保険料負担を求める考え方、保険料負担を求める主体、具体的な負担の方法等の
点から、典型化した 6 つの見直し案が提示された（表４）。第 I 案は賃金を分割して定率に負担
する案であるが、第 3 号被保険者の負担はなく、世帯の負担額は変わらないというものであった。
第Ⅱ案と第Ⅲ案は第 3 号被保険者の基礎年金に係る保険料として、第 1 号被保険者と同様に定額
負担とし、第Ⅱ案は妻が定額負担、第Ⅲ案は夫の保険料に定額を加算する案であった。第Ⅳ案は
第 3 号被保険者を抱える夫の保険料率に定率を加算する案であった。第Ⅴ案として夫の賃金が高
くなると専業主婦世帯の割合が高まることに着目して、高賃金者である夫に対して、標準報酬上
限の引上げにより保険料の追加負担を求める案であり、応能負担の基本体系の下でその考え方を
徹底する方法もあり得るとした。また、第Ⅵ案として現行の第 3 号被保険者としての扱いを受け
られるのは育児や介護の期間中の被扶養配偶者に限定し、これらの活動以外の期間については第
Ⅰ案から第Ⅴ案のいずれかと組み合わせるというものであった。
　検討会の結論は「女性と年金の問題は、年金制度だけでなく社会保障制度全体、ひいては社会
全体のあり方にかかわる大きな価値判断を要する問題である」ということを理由に、見直し案の
提示により問題を整理し、幅広い国民的な議論に委ねると述べるにとどまった。
（２）「社会保障審議会年金部会」における改革案
　「女性と年金検討会」における議論では、第 3 号被保険者の保険料負担に関する見直し案の提
示にとどまり、解決の糸口が見えないまま、2002 年 1 月、年金部会に引き継がれた。
　年金部会では年金制度の体系の在り方、年金制度における給付と負担の在り方、多様な働き方
への対応、女性と年金の問題を軸に検討がなされ、女性と年金に関する議論の主な論点は、第 3
号被保険者制度の見直し、パート労働者への厚生年金の適用拡大、離婚時の年金分割（3 号分割）
であった。
　第 3 号被保険者制度の見直しについては、「女性と年金検討会」で提示された 6 つの見直し案
*14　基本的な 3 つの視点とは「①個人の選択に中立的な制度の構築　②年金の支え手を増やしていく方
向　③女性に対する年金保障の充実」である。
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を踏まえ、最終的に４つの改革案が示された（表５）。なお、「女性と年金検討会」における見直
し案は保険料負担面のみからであったが、年金部会では第 3 号被保険者の給付額の減額について
も俎上にのぼった。それぞれの案について、次のような意見があった *15。
　「Ⅰ夫婦間の年金権分割案」については、第 2 号被保険者が納付した保険料は夫婦が共同で負
担したものとみなされるため、世帯単位での給付と負担の関係を維持しつつ、個人単位化を進め
るものとして考えられ、妻（夫）の貢献が目に見えるようになる点で、現行制度の見直しが図ら
れると支持された。一方、第 3 号被保険者が負担することなく、基礎年金が支給される点は変わ
らず、不公平感は解消されないとの意見もあった。
　「Ⅱ負担調整案」のうち、Ⅱ−１は被用者グループにおいて、応能負担（定率保険料）と応益
負担（定額保険料）を持ち込むという案であり、応能負担の原則の厚生年金に応益負担を持ち込
むのは不適当であり、逆進性が高くなる可能性もあるとの意見があった。Ⅱ−２は片働きの被保
険者が不利となり、雇用中立的でなくなるとの指摘があった。
　「Ⅲ給付調整案」については、定額保険料を支払う第 1 号被保険者とは公平性は担保されると
*15　「審議整理メモ（事務局整理）」2003 年 8 月 28 日　第 24 回社会保障審議会年金部会　参考資料 4
https://www.mhlw.go.jp/shingi/2003/08/s0828-3f.html#7-2
表４「女性と年金検討会」報告書で提示された6つの見直し案
案 第３号被保険者に係る保険料負担の考え方
現行
【第３号被保険者に係る保険料負担を負担能力に応じて負担　夫：定率負担】
第３号被保険者独自の保険料負担はなく、第３号被保険者の保険料を夫の加入
する被用者年金制度全体で定率負担
第Ⅰ案
【第３号被保険者に係る保険料負担を負担能力に応じて負担　妻：定率負担】
賃金を分割した上で第 3 号被保険者自身が分割された賃金に対する定率の保険
料負担
第Ⅱ案 【第３号被保険者に係る保険料負担を受益に着目して負担　妻：定額負担】
第 1 号被保険者と同様に、第 3 号被保険者自身が定額の保険料負担
第Ⅲ案
【第３号被保険者に係る保険料負担を受益に着目して負担　夫：定額負担】
第 2 号被保険者の保険料に上乗せする形で、第 3 号被保険者の保険料を夫が定
額負担
第Ⅳ案
【第３号被保険者に係る保険料負担を受益に着目して負担　夫：定率負担】
第 2 号被保険者の保険料に上乗せする形で、第 3 号被保険者の保険料を夫が定
率負担
第Ⅴ案 【第３号被保険者に係る保険料負担をより徹底した形で負担能力に応じて負担
　夫：定率負担】標準報酬上限を引き上げて、高賃金者が保険料の追加負担
第Ⅵ案 第３号被保険者を、育児・介護期間中の被扶養配偶者に限定（その他の期間に
ついては、他案のいずれかの方法で保険料負担を求める）
＊第 2 号被保険者を夫、第 3 号被保険者を妻として表記した。
（資料）厚生労働省「女性のライフスタイルの変化等に対応した年金の在り方に関する検討会　報告書～女性自身
の貢献がみのる年金制度～」（2001 年 12 月）をもとに筆者作成
https://www.mhlw.go.jp/shingi/0112/s1214-3g.html#3　 
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の支持もあったが、基礎年金制度の趣旨に反するとの意見があった。
　「Ⅳ第 3 号被保険者縮小案」については、当面、厚生年金の適用拡大や被扶養者認定基準の見
直しにより縮小していくことで対応するという意見がありながらも、第 3 号被保険者制度の大枠
は維持すべきと制度の見直しには消極的な意見もあった。
　多様な意見が出される中、第 3 号被保険者制度の見直しについて、「将来を展望し、ライフコー
スの多様化に対応できる方向で見直しに取り組むべきである」という多数の意見のもと、「基本
的には厚生年金の適用拡大等により第 3 号被保険者を縮小していく方向性は一致した」と取りま
とめられた *16。
（３）2004年改正
　年金部会の意見を踏まえ、厚生労働省は 2004 年改正に向けて、「持続可能な安心できる年金制
度の構築に向けて」（厚生労働省案）を発表した *17。同案では基本方針として「①社会経済の動き
と調和した持続可能な制度を構築する。そして、その構築により年金制度に対する国民の信頼
を確保する。②多様な生き方や働き方に柔軟に対応することができる中立的な年金制度を構築す
る。」と掲げた。その中で「短時間労働者への厚生年金の適用拡大により、第３号被保険者を縮
*16　社会保障審議会年金部会「年金制度改正に関する意見」2003 年 9 月 12 日
https://www.mhlw.go.jp/houdou/2003/09/h0912-5a.html
*17　厚生労働省 2003 年 11 月 17 日
https://www.mhlw.go.jp/houdou/2003/11/h1117-1.html
表５　「社会保障審議会年金部会」での4つの改革案
案 内容
Ⅰ　夫婦間の年金権分割案
保険料は、従来どおり第 2 号被保険者が負担し、
年金給付は世帯の賃金が分割されたものとして評
価する。
Ⅱ　負担調整案
Ⅱ－1
被用者グループにおいて、応能負担（定率保険料）
と応益負担（定額保険料）を組み合わせる。（負担
の一部を受益に応じた負担とする。）
Ⅱ－2 被用者グループ全体ではなく、第 3 号被保険者を
抱える第 2 号被保険者の間で定率負担とする。
Ⅲ　給付調整案 第 3 号被保険者には保険料負担を求めない代わり
に、基礎年金を減額する。
Ⅳ　第3号被保険者縮小案
短時間労働者への厚生年金適用拡大それに伴う被
扶養者認定基準の見直しにより第 3 号被保険者を
縮小する。
（資料）厚生労働省「年金改革の骨格に関する方向性と論点」（2002 年 12 月）をもとに筆者作成
https://www.mhlw.go.jp/houdou/2002/12/dl/h1205-2c2.pdf　
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小していく。」とし、さらに「現行制度における世帯単位での給付と負担の均衡を踏まえながら、
できる限り個人単位での給付と負担の関係に向けて制度を見直していくという観点から年金分割
を導入する。」とした。しかし、与党年金制度協議会において、年金分割は離婚時など分割の必
要な事情がある場合に限定することとした。また、短時間労働者への厚生年金の適用拡大は、パー
トタイマーなどを多く雇用する事業主からの反発により見送られることとなった。
　結果的に、2004 年改正において「被扶養配偶者を有する被保険者が負担した保険料は、被扶
養配偶者と被保険者が共同して負担したものであることを基本認識とする。」とし、離婚時の年
金分割が成立した。
　その後、2009 年度財政検証に向けて 2008 年に年金部会で議論が開始された。その中で第３号
被保険者問題について、内閣府が行った世論調査 *18 の結果を取り上げ、「専業主婦等の保険料負
担や年金減額については、肯定的な意見は多くなかったということをどのように踏まえるか」と
いう意見があった *19。 制度見直しの議論は行われたものの、進展はみられなかった。
　制度見直しに向けた議論が停滞している中、2009 年に実態は第 1 号被保険者であるにもかか
わらず、手続きが行われずに第 3 号被保険者のままとなっている記録の不整合が発覚した。いわ
ゆる「運用 3 号問題」である *20。2011 年 1 月に救済策として打ち出した「運用 3 号」の取扱いに
批判が相次ぎ、同年 3 月 8 日に廃止された。新たな不整合記録問題への対応策の議論の中で、第
3 号被保険者制度のあり方についても議論を深めていくことが提案され、制度見直しの機運が高
まることとなった。
（４）社会保障と税の一体改革
　2011 年 6 月に閣議決定された「社会保障・税の一体改革成案」においても、第 3 号被保険者
制度の見直しについて掲げられた *21。その成案をもとに 2011 年 8 月から社会保障審議会年金部会
において審議が開始された。制度の見直しについては、「女性と年金検討会」の報告書及び「年
金改革の骨格に関する方向性と論点」を踏まえ、見直し案が提示された（表６）*22。
　審議資料には「負担調整案や給付減額案では、抜本的な見直しにつながる反面、新たな負担が
*18　内閣府「「公的年金制度に関する世論調査」の概要」2003 年 4 月
https://survey.gov-online.go.jp/h14/h14-kouteki/2-6.html
*19　「社会保障審議会年金部会におけるこれまでの議論の整理」2008 年 7 月 11 日
https://www.mhlw.go.jp/shingi/2008/07/dl/s0711-6a.pdf
*20　第 3 号被保険者はその配偶者が退職等により第 2 号被保険者ではなくなった場合、第 1 号被保険者
への種別変更を行い、国民年金保険料の納付義務が生じる。しかし、この手続きをせずに、第 3 号被保
険者のまま放置した者に対して、不整合が判明しても受給者の場合は訂正せず、被保険者の場合は過去
2 年以内の期間分の保険料納付を求めることとした。これを法的根拠のない「課長通知」により行った
ため、国会の承認なしに予算支出を認める違法行為であるとして問題となった。　
*21　「社会保障・税の一体改革成案」政府・与党社会保障改革検討本部決定　2011 年 6 月 30 日
*22　 第3回社会保障審議会年金部会（2011年9月29日）　資料１「第3号被保険者制度の見直しについて」
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001q0wzatt/2r9852000001q11t.pdf
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増えても給付は変わらないことや負担は変わらないが給付は減額することが現実的な解決案とな
りえない問題点がある」との意見があった。その上で、これまでに提案された年金分割案と同様
の考え方であり、被扶養配偶者に対する年金たる保険給付の基本的認識（厚生年金保険法第 78
条の 13）が規定されていることなどを理由に夫婦共同負担（二分二乗）の制度の採用を強調した。
　また、民主党の新年金制度の考え方では、個人単位で年金を計算することとし、夫婦の納めた
保険料を合算して二分したものをそれぞれの納付保険料とする二分二乗という考え方が提案され
ていて、民主党案に合致することも理由とした *23。この制度について、「第 3 号被保険者も、その
配偶者である第 2 号被保険者と共同で保険料を負担していると考えることができる。」とし、「第
3 号被保険者は、保険料を負担せずに給付を受けるのではなく、いわば、みなし第 2 号被保険者
として保険料を負担して給付を受けると認識することになるので、この考え方に立てば、不公平
感は一定程度解消することが出来るのではないか。」と導入に前向きな意見が示された。
*23　「諸外国の年金制度には例が無いが、税制においては、フランスでＮ分 Ｎ乗と呼ばれる制度が存在
する。」と示している。
表６　第3号被保険者制度の見直し案の概要
案 特徴 課題
夫婦共同
負担
夫婦で負担したもの
とみなし年金分割
世帯としての負担と給
付は変わらない。
従来どおり、3 号の妻は負担なしに
給付が受けられるので 1 号・2 号の
不公平感は解消されない。
負担調整
3 号の妻が
定額負担
同じ妻の立場で保険料
を負担している共働
き・単身世帯と公平性
が図られる。
無収入の妻は負担できず、低年金・
無年金となる。
3 号の妻を持つ夫が
定額負担
妻を持つ夫に定額負担
を求めることにより、
共働き・単身世帯と公
平性が図られる。
応能負担の原則に応益負担を導入す
ることになる。妻の有無で保険料が
異なる。ライフスタイルの選択に影
響を及ぼす。
3 号の妻を持つ夫が
定率負担
妻を持つ夫に定額負担
を求めることにより、
共働き・単身世帯と公
平性が図られる。
妻の分まで事業主が負担することに
なり、妻のいる夫が採用に不利とな
り、雇用行動に影響する。
給付減額 3 号の妻の基礎年金
減額
同じ妻の立場で 1 号と
して保険料を負担して
いる者との公平性が図
られる。
妻本人名義の年金は低額となる。
＊第 1 号被保険者、第 2 号被保険者、第 3 号被保険者は 1 号、2 号、3 号と略し、第 2 号被保険者を夫、第 3 号被
保険者を妻として表記した。
（資料）厚生労働省　社会保障審議会年金部会第 3 回（2011 年 9 月 29 日）資料「第３号被保険者制度の見直しに
ついて」（厚労省 HP）をもとに筆者作成
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図２　夫婦共同負担を基本とする考え方（二分二乗）
２．近年の取組み
　「女性と年金検討会」以降の議論に基づき、第 3 号被保険者問題に係る施策としてどのような
取組みが行われているかをみていく。
（１）離婚時の年金分割
　夫婦共同負担を基本認識とする考え方は、2004 年改正において離婚時に限って採用されるこ
ととなり、「合意分割」と「３号分割」という２つの制度が設けられた *24。
　2007 年度から施行された「合意分割」は、婚姻期間中の全期間を対象に夫婦の合意のもとで、
それぞれの厚生年金記録の 2 分の 1 を上限に年金分割が行われるという制度である。しかし、
2008 年度から施行された「３号分割」は、第 3 号被保険者であった期間を対象に夫婦の合意な
しに配偶者である第 2 号被保険者の厚生年金記録の 2 分の１が分割される制度である。これによ
り、妻が第 3 号被保険者であるならば、その後に離婚しても夫の厚生年金の 2 分の 1 を得ること
ができるようになった。
（２）遺族厚生年金の見直し
　遺族厚生年金について、2004 年改正において次の 3 つの見直しが行われた *25。①妻の厚生年金
保険料の掛け捨て防止策として、受給総額は変わらないが、妻の老齢厚生年金を全額支給し、差
*24　施行後の離婚に限る。分割する側の標準報酬を減額改定し、分割を受ける側の標準報酬を増額改定
することにより行う。3 号分割は 3 号であった期間が分割対象となる。
*25　第3号被保険者に限定されない取組みではあるが、配偶者死亡後の保障の変更点として記した。なお、
年金機能強化法にの成立により、2014 年 4 月より遺族基礎年金が父子家庭へも支給されることとなった。
夫（保険料負担） 妻
基礎年金
夫（保険料負担）
厚生年金
基礎年金
妻（保険料負担）
厚生年金
（左の図の半分）
基礎年金
厚生年金
（左の図の半分）
基礎年金
↑共同で負担↑
（資料）厚生労働省　第 3 回社会保障審議会年金部会（2011 年 9 月 29 日）
資料「第３号被保険者制度の見直しについて」（厚労省 HP)
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額を遺族厚生年金として支給することとした。②中高齢寡婦加算の対象年齢が 35 歳から 40 歳に
引き上げられ、対象者が縮小された。③夫死亡時に子のない 30 歳未満の妻の就労可能性を鑑み、
終身年金から 5 年の有期年金に短縮された。
（３）短時間労働者への厚生年金の適用拡大
　第３号被保険者縮小策とされる短時間労働者への厚生年金の適用拡大は、2003 年の厚生労働
省案で示されながらも、法案成立までに時間を要した。2012 年 2 月に「社会保障・税一体改革
大綱」が閣議決定され、同年に社会保障と税の一体改革の年金関連４法案が成立した *26。その１
つである年金機能強化法により、適用拡大が 2016 年 10 月から施行された。その後、持続可能性
向上法の成立により 2017 年 4 月に対象範囲が拡げられた *27。表７のすべての要件を満たす者は、
厚生年金および健康保険に加入することとなった。
（４）次世代育成支援
　第 2 号被保険者に係る次世代育成支援として、育児休業期間の厚生年金保険料は労使ともに免
除され、休業前の報酬に応じて、保険料を払ったものとみなされていた。その育児休業期間は子
が 1 歳になるまでとされていたが、2005 年 4 月以降、3 歳になるまでに延長された。また、子が
3 歳になるまでの間に職場復帰し、短時間勤務等により報酬が下がった場合であっても休業前の
報酬で年金額を計算することとされた。その後、2012 年に年金機能強化法が成立し、2014 年 4
月以降、産前産後休業期間中の厚生年金保険料も労使ともに免除され、保険料を払ったものとみ
なされることとなった。
*26　年金関連４法とは、年金機能強化法、被用者年金一元化法、国民年金法等一部改正法、年金生活者
支援給付金法をいう。
*27　「年金機能強化法」（「公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年金法等の
一部を改正する法律」）により 2016 年 10 月に施行され、その後「持続可能性向上法」（公的年金制度の
持続可能性の向上を図るための国民年金法等の一部を改正する法律））により 2017 年 4 月に「被保険者
数 500 人以下で労使合意がなされた適用事業所」「国・地方公共団体の事業所」も加えられ対象となる事
業所が拡大された。適用拡大の対象範囲や実施時期については、雇用への影響等を考慮して調整が図ら
れる中で決定されたものであり、さらなる適用拡大については、施行後 3 年以内である 2019 年 10 月ま
でに、施行の状況も踏まえて検討を加え、必要な措置を講じることとされている。
表７　短時間労働者への適用拡大
①週所定労働時間が 20 時間以上
②月額賃金が 8.8 万円（年額 106 万円）以上
③雇用期間が 1 年以上見込まれること
④学生は適用対象外
⑤被保険者数 501 人以上の同一の事業主の適用事業所、被保険者数 500 人以下で労使合意が
　なされた適用事業所、国・地方公共団体の事業所のいずれかに使用されていること（2017
　年 4 月に拡大）
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　なお、第 1 号被保険者に対する支援は、2004 年改正において附則で検討事項とされていたが、
第 1 号被保険者の産前産後期間の保険料免除制度が 2016 年の持続可能性向上法の成立により、
2019 年 4 月から施行されることとなった。これにより出産予定月の前月（多胎妊娠の場合は前 3
か月目）から出産予定月の翌々月までの保険料が免除され、その期間は保険料を支払っていたも
のとみなされ基礎年金に反映されることとなる。この財源は国民年金保険料の基準額を 100 円引
上げることによって賄われる。ようやく第 1 号被保険者についても目を向けられることとなった
が、その対象は産前産後期間のみであり、育児期間への配慮はない。
Ⅲ　第3号被保険者制度見直しを巡る研究動向
　これまで制度見直しの議論と取組みをみてきた。第３号被保険者縮小に向けて厚生年金の適用
拡大が行われ、さらなる拡大の方向で検討されている。しかし、残る第 3 号被保険者に対する根
本的な見直し策は棚上げにされたままである。
　これまで第 3 号被保険者制度に対する批判の多くは、「給付に対する負担の不公平」と「女性
の社会進出の阻害要因」が根拠となっている。しかし、これまでの議論や取組みは、その批判に
向き合った解決策ではなく、逆方向を示しているかのようにもうかがえる。先行研究においても
制度見直しに向けて積極的な意見がある一方で消極的な意見もある。そこで、あらためて、「女
性と年金検討会」以降の議論を踏まえて、第 3 号被保険者制度見直しに係る先行研究をみていく。
１．積極論
　制度見直しに向け、様々な観点から次のように述べている。
（１）制度創設時の議論
　本沢（2003）*28 は、1985 年の年金改革では法的側面からの議論はなく、第 3 号被保険者の保険
料負担能力と負担方法という経済的・技術的側面からしか議論されなかったと指摘し、被用者の
妻の保険料を夫が加入する被用者年金グループに負担させることについて、「政策的見地から費
用負担させやすいところに負担させただけに過ぎない。」と述べている。その結果、第 3 号被保
険者の年金権は、被用者の被扶養配偶者としての地位に認められた特殊な公法上の権利であり、
固有の年金権ではなく、「第 2 号被保険者である夫の地位によって左右される依存的なもの」と
なってしまったという。
　塩田（2012）*29 は、制度創設時の任意加入の比率の高さを勘案して「第１号に強制加入する制
度にすれば、年金制度としても個人単位で公平性が確保できたのではないか」といい、「第 3 号
*28　本沢巳代子（2003）「ジェンダーと年金」『季刊家計経済研究』2003 年 No.60  pp.29-37
*29　塩田咲子（2012）「国民年金第 3 号被保険者制度の廃止について」『地域政策研究』（高崎経済大学
地域政策学会）　第 14 巻　第４号　2012 年 3 月　pp.77-86
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被保険者制度を廃止して、個人単位に統一する」ことが必要であると述べている。
（２）社会保障の理念
　本沢（2003）は、第 2 号被保険者である夫の失業、死亡、離婚で経済的に苦しくなったときに
保険料負担が生じることは社会保障法的に矛盾し、妥当性を欠くと指摘している。
（３）被保険者の種別変更
　本沢（2003）は、手続面でも、被保険者種別の変更が激しく、本人が年金制度そのものを理解
していないこともあり、届出漏れが後を絶たず、救済措置が講じられていることを挙げ、このよ
うな措置を講じなければならないこと自体が第 3 号被保険者制度の欠陥を示しているという。
（４）保険料の負担能力
　2000 年改正の検討の際、第 3 号被保険者からの保険料徴収について「所得のない専業主婦に
は負担させるべきではない、専業主婦から負担を求めると結局未納、未加入者が発生し、女性の
年金権確保が困難となる」との意見があった *30。これに対して本沢（2003）は、第 3 号被保険者
の中には本人のパート収入や配偶者の収入により保険料負担能力がある者が含まれており、学生
の処遇との整合性が保たれないと指摘し、保険料負担が可能であるにも関わらず、意図的にこれ
を回避している者についてまで、第 3 号被保険者として優遇すべきではないと述べている。
（５）負担と給付のインセンティブ構造
　永瀬（2003）*31 は、既婚女性が年金保険料を納めるインセンティブが負担面からも給付面から
も極めて弱い制度であること、第 1 号被保険者と第 3 号被保険者との負担と給付のアンバランス
が拡大していること、第 3 号被保険者の相対給付があがり、第 1 号・第 2 号被保険者の相対的負
担が増すと見込まれること、第 3 号被保険者制度のみに女性配慮が集約されていることを指摘し
ている *32。また、「特に既婚女性の年収が 130 万円を超えると保険料が定額で年額 15 万円以上発
生するという不連続がある上に、給付にほとんど反映されないという制度は他国では例を見ない」
という *33。さらに、永瀬（2003）は、妻が第 1 号被保険者として加入義務が生じる者が含まれる
層を年金制度上、「最も不遇な世帯」とし、割合は少ないが夫の年収が低い世帯に多いと述べて
いる。
*30　厚生省年金局（1999）『平成 11 年版年金白書』社会保険研究所 pp.212
*31　永瀬伸子（2003）「女性と年金権の問題」『季刊社会保障研究』第 39 巻　第１号　pp.83-96
*32　永瀬（2003）は、現行制度は社会保険料の支え手となるインセンティブ構造が低く、第 3 号被保険
者にとどまることを制度が奨励していることを実証データで示している。
*33　永瀬（2003）は、英国の制度を挙げ、最低所得を超えた場合の保険料率は定率で一般被用者よりも
低く設定されており、配偶者年金は、本人年金より低いため、自ら保険料を納付することで増えること
から類似な面があるが、日本ほど不連続な保険料負担は発生しないという。
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（６）諸外国の被扶養配偶者の要件
　丸山（2007）*34 は、諸外国の被扶養配偶者の取扱いを比較し、日本の第 3 号被保険者の要件は
夫の職業要件が他国より狭く、本人の年収要件は緩やかであり、給付水準も相対的に高いのが特
徴であると指摘している *35。
（７）「女性と年金検討会」以降の議論
　椋野（2011）*36 は、2011 年の年金部会の資料について、「何の説明もなしに給付減や負担増は
現実的でないとの結論は飛躍している」という。現実的でないとされた負担増案（夫に追加の定
率負担を求める案）を取り上げ、妻の分まで事業主が負担を行うことについて「現在も負担して
いる」「負担が見えるようになるだけ」であり、雇用行動への影響も「専業主婦の妻のいる男性
が採用で不利になるとは想定しにくい。」と指摘し、過去の給付減案や負担増案についても丁寧
に検討する必要があると述べている。
２．消極論
　制度見直しに消極的な意見もあり、制度の存在意義をそれぞれの観点から次のように述べてい
る *37。
（１）日本の雇用・社会慣行
　堀（2017）*38 は、「第 3 号被保険者の大半を占める女性は、日本においては、不利な雇用慣行（出
産・育児によって退職した後の不利な雇用機会、低賃金等）、不利な社会慣行（女性が家事、育児、
介護等を行うこと）に直面している」と指摘し、そのため保険料納付が困難であり、保険料を納
付しなかった場合、専業主婦の老後の生活保障に欠けると述べ、現段階においては存在意義があ
るという *39。
*34　丸山桂（2007）「女性と年金に関する国際比較」海外社会保障研究 158 号 pp.18-29
*35　丸山（2007）によると、イギリス、アメリカも被扶養配偶者に保険料負担なしに年金権を与えてい
るが、被扶養配偶者の範囲は、イギリスでは全国民を、アメリカ（OASDI）では被用者、自営業者を問
わない。保険料賦課下限額は、日本は年収 130 万円であるが、イギリスは年収 117 万円程度、アメリカ
は年収 17 万 8000 円程度で年収要件も厳しい。
*36　椋野美智子（2011）「第 3 号被保険者制度の抜本的な見直し議論を」『週刊社会保障』No.2651 
2011.10.31 pp.36-37
*37　堀勝洋（2017）『年金保険法第４版』法律文化社 pp.143　これまで第 3 号被保険者制度に対する批
判の多くは女性によってなされてきたが、近年では必ずしもそうではなくなったという。
*38　堀（2017）pp.142
*39　堀（2005）『年金の誤解』東洋経済新報社 pp.96- 97　将来の方向性としては就労条件・就労環境が
改善すれば第 3 号被保険者制度の廃止が望ましいという。
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（２）無償労働の年金上の評価
　大西（2015）*40 は、無償労働者への生活保障という観点から、「3 号制度問題の当事者である被
扶養配偶者は、家事・育児といった無償労働に多くの時間を投じているため、個人としての保険
料負担能力は制約されざるを得ない。」という。そして、「3 号制度の存在意義は、そのような家
族共同体・職域共同体の連帯に支えられつつ、無償ではあるが社会的に価値ある労働に従事する
社会貢献者の生活保障を可能にする点にある。」という *41。
（３）被用者世帯の負担と給付の公平性
　堀（2005）*42 は、年金白書にも示されているように「厚生年金の被保険者の世帯が共働きであ
ろうと片働きであろうと、世帯の標準報酬総額が同じであれば、世帯の保険料総額も年金総額
も同じで公平である」（以下、「被用者世帯の負担と給付の公平性」という）ことを強調してい
る *43。
（４）第1号被保険者と第2号被保険者の負担原則の相違
　堀（2005）*44 は、第 1 号被保険者は応益負担であり、第 2 号被保険者は応能負担であることから、
「単純に第 1 号被保険者（自営業の妻）と第 3 号被保険者（被用者の妻）を比べるのは妥当ではない」
という。また、第 1 号被保険者が応益負担であるのは、「その所得捕捉が困難であるからである。」
といい、「応能負担にすると、所得を低く申告した人の保険料が低くなってしまう」と述べている。
さらに、堀（2005）は、「第 3 号被保険者の基礎年金費用は、サラリーマングループが負担しており、
第 1 号被保険者は何ら負担していない」といい、自営業世帯との比較で第 3 号を批判するのは当
たらないという。
（５）第1号被保険者の保険料免除との違い
　倉田（2010）*45 は、保険料負担能力の観点から、保険料免除者を取り上げ、「第 1 号被保険者の
保険料免除者は、保険料の負担を負わないという点では同様であるが、」「第 3 号被保険者は被用
者保険から基礎年金に応じた保険料が支払われている以上、それに対応した給付があるのは当然
である」という。また、倉田は学生等の納付特例を取り上げ、「学生の場合は親と学生の間に老
後の所得保障が必要となる時期に隔たりがあり、」「世帯単位を再構成するため親に保険料を負担
*40　大西秀典（2015）「第 3 号被保険者制度見直しの論点」『尾道市立大学経済情報論集』Vol.15 pp.17-
28
*41　大西（2015）は、社会が無償労働を必要とする限り、３号制度には存在意義があるという。
*42　堀（2005 ）pp.90-91 ただし、「世帯賃金額が同じでも、保険料が課される上限を超えていれば、公
平にはならない」「遺族年金も公平にならない場合がある」という。　
*43　厚生省年金局（1999）『平成 11 年版年金白書』社会保険研究所 pp.216
*44　堀（2005 ）pp.92-93
*45　倉田賀世（2010）「3 号被保険者制度廃止・縮小論の再検討」『日本労働研究雑誌』2010 年 12 月号 
pp.44-53
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させることができないため、制度形成時点から整合性に欠けていたと評価するのは困難である」
という *46。
Ⅳ　第3号被保険者制度の見直しに向けて
　第 3 号被保険者制度については、十分に議論が尽くされていないことが先行研究からもみてと
れる。先行研究の意見をもとに、第 3 号被保険者制度見直しに向けて課題を提示する。
１．議論のあり方
（１）第3号被保険者制度創設時の議論
　本沢（2003）が指摘するように、第 3 号被保険者制度は実質的な皆年金を実現するために、経
済的・技術的な面を重視した議論により導入されたことがうかがえる。また、塩田（2012）が述
べるように、制度創設前の任意加入の比率の高さから、第 1 号被保険者と同様の扱いにすること
が不可能ではなかっただろう。第 3 号被保険者制度の創設は、資力と納付意欲があった被用者の
妻らがいたにもかかわらず、その女性らの納付意欲を消失させたことは想像に難くない。被用者
の妻も強制加入にする必要性はあったにしても、負担なくして年金がもらえる制度の始まりを自
営業者の妻はどのようにみていただろうか。自営業者の妻は夫の稼得活動の家族従業員的な地位
を占めるのが一般的な姿であるとし、個別に保険料負担を要することとされた *47。当時の「一般
的な姿」を年金制度は固定化し、それが今日に至っている。女性のライフスタイルの多様化を背
景に「女性と年金検討会」が検討を要請された「個人のライフスタイルの選択に中立的な社会制
度」に向けた議論が望まれる。
（２）「女性と年金検討会」以降の議論
　椋野（2011）が指摘するように、第 3 号被保険者制度は「女性と年金検討会」以来、様々な見
直し案が提示されながらも、負担調整案や給付減額案が 2011 年の審議資料で一蹴された *48。長期
にわたる議論の中で、負担や給付を変えることなく、この制度に対する批判を和らげるためだけ
の方策が探られてきたのではないだろうか。それは審議資料の「不公平感」という文言からもう
かがえる。堀（2005）が「被用者世帯の負担と給付の公平性」を強調するように、この制度は不
公平な感じを与えているだけであって不公平ではないという前提で検討されてきたことは否めな
い。たとえ「不公平感」であったとしても立場が変われば、第 3 号被保険者になる（でいる）こ
*46　第１号の保険料免除者は、10 年以内の追納により対応した給付がなされる。
*47　山崎（1984）は自営業者の妻は「夫の稼得活動の従業員的な地位を占めるのが一般的」であるとし、
国民年金が個人単位の構成を取った理由でもあり、したがって、妻にも一定の所得があるものと擬制せ
ざるを得ないと述べている。pp.105-106
*48　第 3 回社会保障審議会年金部会（2011 年 9 月 29 日）　資料１「第 3 号被保険者制度の見直しについて」
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001q0wzatt/2r9852000001q11t.pdf
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との「お得感」であり、それが女性の就労意欲の阻害要因となっている以上、「不公平感」の解
消に向けての議論が求められるだろう。いずれの見直し案も一長一短ではあるが、課題の列挙に
とどまらず、この問題の本質と向き合い、あらためてすべての道筋を探ることが期待される。
２．課題
（１）被用者世帯の片働きと共働きの公平性
　堀（2005）が強調する「被用者世帯の負担と給付の公平性」は、「標準報酬」をもとにした年
金計算上の公平である。保険料負担能力という視点で見ると、第 3 号被保険者の稼得活動による
収入は「標準報酬とはされない収入」となる。収入つまり保険料負担能力がありながらも保険料
が発生しないため、公平とはいえないのではないだろうか *49。
　また、大西（2015）が主張する「第 3 号被保険者が行う家事」については、家事は第 3 号被保
険者のみが直面するわけではないため、年金上評価することは妥当性を欠くと思われる。むしろ、
家事は世帯の「帰属所得」であり、片働き世帯はそれが得られる、得やすい世帯であるため保険
料負担能力が高い世帯と捉えることもできる *50*51。
　このように「標準報酬とはされない収入」や「帰属所得」が得られる世帯でありながらも、こ
れらを得がたい単身や夫婦共働きである第 2 号被保険者に保険料を負担させていることから、年
金計算上の公平をもって、公平性が確保されているとはいいがたいだろう。
（２）第1号被保険者との公平性
　自営業者の年金は、1961 年の国民皆年金実現に向け、暫定的な考えのもと発足した。そして、
自営業者の所得の捕捉が困難という理由から所得の多寡を問わず、応益負担（定額保険料制）と
した *52。
　このような背景から第 1 号被保険者との公平性の議論においては、別枠で論外とされることが
多い。負担原則の違いがあるため公平性を議論しがたいが、自営業者に応益負担を採用したのは
日本の年金制度であり、それが今日に至っている。所得捕捉については、国民健康保険の保険料
には応能負担の原則が組み込まれていることから、国民年金の応能負担への変更は不可能ではな
いだろう。「女性と年金検討会」の報告書においても「今後、税制の見直し等により自営業者等
*49　「標準報酬とはされない収入」を有する者に対する保険料賦課については、厚生年金の適用拡大で
解消されていくことが期待される。
*50　「女性と年金検討会　報告書」においても「第３号被保険者の家事労働により帰属所得が発生して
いることから、標準報酬の合計が同じであっても、片働き世帯は共働き世帯よりも保険料負担能力が高
いのではないか」という意見があったことが示されている。
*51　小沢（2002) は、税制面でも帰属所得に着目し、配偶者控除、配偶者特別控除の異質性が指摘している。
*52　高山（2000）は、国民年金は自営業者の年金権を確立するため、「暫定的で無理の多い考え方のも
とに発足した」と述べている。その上で第 1 号被保険者のあり方を援用するのは間違いであり、第 1 号
被保険者の年金に立脚して第 3 号被保険者のあり方を批判するのは、「悪法の最たるものを一般化しよう
と提案しているのである」という。
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の所得把握の改善が進めば、所得に応じた保険料負担という本来の応能負担という方向で考える
ことが望ましい」と示されている *53。
　設立の経緯や負担の原則を論じ尽くしても、第 1 号被保険者当事者は暫定的な年金制度を受け
入れざるを得ない状況に置かれている。倉田（2010）は、被用者保険から第 3 号被保険者の基礎
年金費用が支払われていることをもって、保険料免除者や学生との整合性を主張しているが、財
源の整合性がとれるような形を強行しただけであって、公平性は確保されていない。第 1 号被保
険者の保険料免除のハードルは高く、承認されても追納しない限り満額受給できない。これらは
第３号被保険者問題ではなくとも、このような処遇を受ける第 1 号被保険者は、第 3 号被保険者
に強い不公平感を持たざるを得ないのである。
　丸山（2007）の指摘からも、諸外国との比較においても根本的な保障の違いがあるものの、日
本の年金制度は被用者世帯のみを優遇し、少数の自営業者世帯を考慮していない独特の制度であ
るといえる。
　「働き方・ライフコースの選択に影響を与えない一元的な制度」*54 を目指すのであれば、その時
代が産んだ暫定的な年金制度を放置せず、制度間格差の解消に向けた改革が求められるだろう。
（３）負担と給付のインセンティブ構造
　永瀬（2003）が指摘するように、第 3 号被保険者が就労によって第 1 号被保険者となれば、な
んら年金給付上の見返りがないにもかかわらず、現在は保険料額（基準額）も上限に達し、年額
20 万円に近い保険料を負担することとなる *55。それに加え、その後に離婚した場合には、第 1 号
被保険者となった間は離婚時の 3 号分割の期間にも算入されない。保険料納付にあたって何にイ
ンセンティブを見出せばよいのだろうか。「女性と年金検討会」が掲げた「女性自身の貢献がみ
のる年金制度」が求められるのであって、女性自身の貢献が不遇な状況に追い込まれるような年
金制度であってはならないだろう。議論で示されたライフコースも第 3 号被保険者と第 2 号被保
険者の選択モデルのみであり、第１号被保険者への変更モデルはない *56。
　本沢（2003）が指摘するように、経済的に苦しくなったときに、保険料負担が追い打ちをかけ
る。不遇な状況になって初めて第 3 号被保険者制度であったときの恩恵がわかるという矛盾が生
じている。社会保障の理念として整合性が取れる仕組みであることが求められるだろう。
*53　「女性のライフスタイルの変化等に対応した年金の在り方に関する検討会　報告書」「 IV　社会保
障制度としての年金制度に係る基本的論点」2001 年 12 月
*54　第１回社会保障審議会年金部会 （2011 年 8 月 26 日）資料 1 − 3「年金に関する資料」第８回社会
保障改革に関する集中検討会議 （平成 23 年 5 月 23 日）に厚生労働省が提出した資料
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001n4yb-att/2r9852000001n59z.pdf 
*55　国民年金保険料は、月額 16,340 円× 12 ＝ 196,080 円（2018 年度）、2019 年度以降は基準額が月額
100 円引き上げとなる。これに加え、国民健康保険料も負担することとなる。
*56　女性のライフスタイルの変化等に対応した年金の在り方に関する検討会報告書資料編「資料Ⅱ -26 
女性のライフスタイルの変化・多様化と年金制度」2001 年 12 月
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（４）個人単位化
　「女性と年金検討会」での検討前から、経済の担い手として自立して働く女性という視点で年
金制度の在り方を考え、年金制度も「世帯単位」中心から、「個人単位」に組み替えることが望
ましいとの考え方がある一方、早急な個人単位化は不利益をもたらすとして慎重な意見があっ
た *57*58。その個人単位への組み替えは「二分二乗」という給付面での個人単位化に向けて議論が
進み、厚生年金の分割が想定されている。負担面については、何ら実態に変わりはなく、「みな
し第 2 号被保険者」として第 3 号被保険者が負担したものとみなすだけである。負担の擬制によ
る個人単位化は「世帯単位」にほかならない。この問題の批判の対象となっているのは、第 3 号
被保険者の基礎年金の費用負担についての不公平であり、「二分二乗」ではその解決策とはなら
ない。１．（２）で述べたようにあらためて議論が求められよう。
（5）女性を取り巻く社会・雇用慣行
　家事、育児、介護等は女性が行うという社会慣行があり、これらの社会慣行を前提にした雇用
慣行がある。堀（2005）が主張するように、たしかに、これらの不利な社会慣行や雇用慣行の改
善が進めば、第 3 号被保険者制度の存在意義が減少するだろう。しかし、そもそも家事、育児、
介護は第 3 号被保険者だけに直面することではなく、育児、介護は第 3 号被保険者である期間の
すべてにおいてに直面するわけではないだろう。したがって、社会慣行を理由に被用者の妻を被
扶養者として優遇することは妥当ではないと思われる。
（6）「被扶養配偶者」たる者
　日本の社会保障制度において、どのような者を「被扶養者（被扶養配偶者）」とすべきなのか
が明確にされないまま、第 3 号被保険者制度が創設された *59。
　第 3 号被保険者の要件とされる被扶養配偶者は「通常所得のない専業主婦」がモデルとなって
いる。正確には、年収が認定基準額（表３）に満たない妻であるが、この基準額のみを要件とし
ていることから、被用者の妻を就業調整へと向かわせることになる。
*57　1999 年改正に向けた年金審議会の 31 回にわたる審議の取りまとめ「国民年金・厚生年金保険制度
改正に関する意見（抄）」1998 年 10 月 9 日
　https://www.mhlw.go.jp/shingi/0112/s1214-4a.html
『年金白書平成 11 年度版』pp.216 によると、個人単位化は原則的には専業主婦からの保険料徴収、厚生
年金の給付水準の引下げ、遺族年金の廃止につながるとしている。
*58　「女性と年金検討会　報告書～女性自身の貢献がみのる年金制度～」（2001 年 12 月）。男女共同参画
社会（男女共同参画社会基本法第２条　1999 年施行）においては、社会の多くの構成員が自ら保険料を
納付し、給付を得る存在となることが想定されるが、年金制度について、個人単位と世帯単位という点
から給付と負担に関するいくつかの考え方が整理できるとされている。
*59　第 3 号被保険者制度が施行された 1986 年当時は専業主婦世帯への優遇策が強化された時期でもあ
り、その翌年に税制において配偶者特別控除が設けられた。しかし、その一方で 1986 年に男女雇用機会
均等法が施行されている。
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　本沢（2003）が述べるように、就業調整をして保険料負担を回避している者についてまでも
被扶養配偶者として優遇すべきではないだろう。
　ライフスタイルの多様化に対応するならば、認定要件も複数化せざるを得ず、要件に就業阻
害要因を有する者であることを追加し、被扶養配偶者を限定することが妥当であると思われる。
この場合、第 1 号被保険者がその就業阻害要因を有するならば、同様の配慮が必要であろう。
　現行の第３号被保険者制度の適用については、縮小策（厚生年金の適用拡大）によって女性
の労働市場への参加を促し、限定策によって就業阻害要因を有する者を保護するといった形で、
社会保障制度として一貫性が確保された見直しが求められよう。
おわりに
　第 3 号被保険者制度の見直しに向けて、研究報告をもとに課題を提示した。
　縮小策として実施された厚生年金の適用拡大の効果が見えてきた。適用拡大が実施された
2016 年においては、被扶養配偶者にとどまろうとする傾向が見られた *60。しかし、制度改正に
より厚生年金・健康保険に加入した短時間労働者は 37 万人（2017 年末現在）となり、当初
の予想の 25 万人に比べ約 1.5 倍に達した *61。短時間労働者が年金増額などの加入のメリットを
知ったことや企業も労働力不足による人材確保策として受け入れやすい環境になっていたこと
などが理由として考えられる。
　第 3 号被保険者制度の抜本的な見直しにあたっては、まずは、社会保障制度としてどのよう
な者を「被扶養者」とすべきなのかを明確にすることが求められるだろう。
　働き方・ライフコースの選択に影響を与えない年金制度の実現に向けて、さらなる検討課題
が今後に残されている。
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